
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －
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事務所 中高層の店舗、事務所ビ
ルが建ち並ぶ商業地域

四谷三丁目140 m

特になし。 ４０ｍ国道 四谷三丁目駅東方140 m

物価には減速の兆しは見られず、日銀の利上げを後押しする材料であ
るが、米国の関税政策が実態経済に与える悪影響が警戒される。

新宿通りに立地し、中高層の店舗兼事務所ビル等の建ち並ぶ繁華な商
業地域で、オフィス、店舗、住宅需要とも旺盛である。

個別的要因に特段の変動は見られない。

新宿通りに立地し、中高層の店舗兼事務所ビル等の建ち並ぶ繁華性の高い商業地域である。地域要因に影響を及
ぼす要因は認められず、今後も現状を維持しながら推移すると予測される。
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更地としての鑑定評価
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円
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

基準地は幹線道路の立地条件に存し、その価格形成過程において収益性が重視されるものと考えられる。一方比準価格
は不動産市場の実態を反映した価格で説得力は高い。比準価格は、規範性のある取引事例について的確な要因比較を行
って試算し、収益価格は想定建物も妥当であり基準地の収益性も優れている。本件では、両試算価格とも説得力を有す
ると判断し、比準価格と収益価格を関連付けて上記の様に鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は主に新宿区の幹線道路等に立地し、交通利便性の良好な商業地域と判定した。主たる需要者は収益目的の
投資家、地縁性を有する不動産会社、ディベロッパー等である。市場の需給動向は日銀のマイナス金利解除後も継続す
る金融緩和による金融機関の積極的な融資姿勢に加え、幹線道路沿いの成熟した商業地で旺盛な需要に比べた品薄状態
等から価格高騰が顕著である。中心価格帯は規模・立地等により多種多様である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

新宿(都) －5 15

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

新宿(都)　5 － 15 東京都 区部第３ 不動産鑑定士 神山　由紀夫

ハーキュリーズアプレイザル

令和 7 6 27

令和 7 7 2

新宿区四谷三丁目１番８ 533

1：1.5 ＳＲＣ 8F 2B

北40 m

国道、
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下水

商業
(80,700)
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高度(最高50m)
（その他）
中高層階住専地区
(100,700)

50 90 0 70 高層店舗、事務所兼共同住宅地

20 25 500 長方形
商業
(100,700)
防火
高度(最高50m)
中高層階住専地区

高層店舗、事務所兼共同住宅地 二方路                        +2.0
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／

／
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□ □■
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4,750,000

新宿 5 8

5,200,000

+14.7 +4.8


